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In the event of a disaster, it is necessary to have a system in place for collecting relevant 
information for use in rescue operations and for limiting the scope of damage and suffering in 
future disasters. In this paper, we discuss a system for use in crisis management that collects 
images from digital cameras, camera phones, and fixed cameras in buildings and various 
locations in the community, and then analyzes those images and the associated location data 
to provide information useful in determining the scale and range of the disaster. 
 
 
１．はじめに 
地震、台風、集中豪雨などの災害は日本のみならず、世界各地で起きており、防災や被災時の
救援活動で、情報は、人材、物資、資金と共に大きな役割をしている。災害に対する情報システ
ムとしては、インターネットや携帯電話を利用したものが開発されているが、十分に活用されて
いるとはいえない。気象庁では、台風や集中豪雨の被害を少なくするよう天気予報の精度向上を
図っている。地震に対しても、地震の発生直後に、震源に近い地震計でとらえた観測データを解
析して震源や地震の規模（マグニチュード）を直ちに推定し、これに基づいて各地でのＳ波（主
要動）の到達時刻や震度を推定し、緊急地震速報としてテレビ、ラジオ、防災行政無線等で住民
に知らせている。 
しかし、事前に情報システムおよびネットワークを整備しても災害時に損傷してしまうことも
考えられ、必ずしも適切に稼動するとは限らない。地上の通信ネットワーク基盤は断線の危険が
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大きいので、災害時に情報システムを活用する場合は、地震に影響を受けない人工衛星利用も含
めた無線の情報ネットワーク基盤が望ましい。常時、無線ネットワークを利用しなくとも、災害
時のバックアップ回線として無線ネットワークが利用できれば、災害時においても情報の伝達が
可能である。携帯電話は、地震等の災害発生直後に利用することは通話規制の可能性が高く難し
いであろうが、数日も経過すれば、携帯電話を使った情報伝達が可能になると思う。ただし、発
電機等を用いて、災害時の電源を確保するための設備も設置しておく必要がある。 
災害時に重要な役割を担う携帯電話であるが、近年、音声だけでなく、Ｅメールが使え、しか
もほとんどがカメラ付きになった。そして街頭やビルなどには防犯用の定点カメラも多くなって
きた。「百聞は一見にしかず」と言われるように多くの画像は、防災面そして災害発生時に災害の
範囲や規模を把握する上で重要な役割をしている。この論文では、災害に対する危機管理の１つ
として、画像を中心に、位置情報などと共に効率的に災害に関する情報を収集し分析して提供す
る情報システムについて考察してみた。 
 
 
２．災害に対する危機管理情報の現状 
 国、自治体、通信業者の災害に対する危機管理情報の現状について見てみる。 
 
２．１ 国の対応 
（１）災害対策基本法 
災害対策基本法[1]では、「国土並びに国民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、防
災に関し、国、地方公共団体及びその他の公共機関を通じて必要な体制を確立し、責任の所在を
明確にするとともに、防災計画の作成、災害予防、災害応急対策、災害復旧及び防災に関する財
政金融措置その他必要な災害対策の基本を定めることにより、総合的かつ計画的な防災行政の整
備及び推進を図り、もつて社会の秩序の維持と公共の福祉の確保に資することを目的とする。」と
ある。また、災害とは「暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波、噴火その他の異常な自然
現象又は大規模な火事若しくは爆発その他その及ぼす被害の程度においてこれらに類する政令で
定める原因により生ずる被害をいう。」となっている。そして「国は、国土並びに国民の生命、身
体及び財産を災害から保護する使命を有することにかんがみ、組織及び機能のすべてをあげて防
災に関し万全の措置を講ずる責務を有する。」とある。 
大きな災害が発生した場合には、規模その他の状況により災害対策本部、非常災害対策本部、
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緊急災害対策本部を設置することになっているが、国としては、非常災害対策本部、緊急災害対
策本部を設置する。 
非常災害対策本部の設置は、第 24 条に基づき「非常災害が発生した場合において、当該災害
の規模その他の状況により当該災害に係る災害応急対策を推進するため特別の必要があると認め
るときは、内閣総理大臣は、内閣府設置法第 40 条第２項の規定にかかわらず、臨時に内閣府に
非常災害対策本部を設置することができる。」とあり、非常災害対策本部の長は、非常災害対策本
部長とし、国務大臣をもつて充てることになっている。 
緊急災害対策本部の設置は第 28 条の２に基づき「著しく異常かつ激甚な非常災害が発生した
場合において、当該災害に係る災害応急対策を推進するため特別の必要があると認めるときは、
内閣総理大臣は、内閣府設置法第 40 条第２項の規定にかかわらず、閣議にかけて、臨時に内閣
府に緊急災害対策本部を設置することができる。」となっており、緊急災害対策本部の長は、緊急
災害対策本部長とし、内閣総理大臣（内閣総理大臣に事故があるときは、そのあらかじめ指名す
る国務大臣）をもつて充てることになっている。 
 
（２）防災情報の共有化 
中央防災会議の防災情報の共有化に関する専門調査会の出した「防災情報の共有化に関する専
門調査会報告」[2]によれば、具体的施策として次の点をあげている。これは、「防災機関内の情
報共有化」、「住民等の間、住民等と行政の間の情報共有化」、「情報共有化の推進体制」からなっ
ている。 
①防災機関内の情報共有化  
ａ．迅速・的確な情報収集 
被災全体像の早期把握の精度向上、悪条件下における情報収集、画像情報等の体系的収集、
防災情報システムを運用する人員体制の充実 
ｂ．信頼性の高い大容量防災通信ネットワークの整備 
全国的な大容量防災通信ネットワークの整備、通信網の相互利用、通信施設等の被災対策 
ｃ．総合化による情報の有効活用 
官民の施設管理情報等の活用、防災ＧＩＳの整備、災害関係情報の体系的保存と活用、研
究者等との連携 
ｄ．情報の共通化・標準化 
防災情報共有プラットフォームの構築、現地における高度情報化、情報共有に当たっての
埼玉女子短期大学研究紀要 第 20 号 2009.03 
 －4－
役割・責任の明確化、緊急時の的確な情報運用 
②住民等の間、住民等と行政の間の情報共有化  
ａ．情報が確実に伝わる社会を実現 
情報共有の実現に関する責任の明確化、多様な手段による情報提供、緊急な避難誘導に関
する情報の確実な伝達、災害時要援護者等への確実な情報提供、日常用いられている通信手
段の耐災害性向上と輻輳の回避、予備的な情報通信手段の確保、情報伝達の確認・検証 
ｂ．住民等と行政との双方向の情報流通体制を確立 
情報の受け手のニーズへの的確な対応、双方向性を持つ情報共有、住民等からの情報収集、
住民等との連携の強化 
ｃ．平常時からの情報の的確な活用 
災害時の防災行動に関する平常時からの周知、リスクコミュニケーション（リスクに関す
る対話型情報共有）の実施、地域の特性に応じた防災対策のための情報共有、地域の災害関
係情報の伝承と活用 
ｄ．マスメディアとの連携 
体系的情報提供と連携の強化、情報提供体制の充実 
ｅ．ボランティア、ＮＰＯ等への支援 
平常時からの情報提供を通じた活動支援、災害時における活動の場の提供 
③情報共有化の推進体制  
防災計画に情報共有について規定、防災情報共有化推進会議、防災情報共有化研修・訓練
の実施と責任者の設置 
 
平成20年版防災白書[3]の総合防災情報システムの整備では、次の３つがあげられている。 
①防災情報共有プラットフォームの構築 
防災関係機関が横断的に共有すべき防災情報を共通のシステムに集約し、その情報にいずれ
からもアクセスし、入手することが可能となることを目指した共通基盤である防災情報共有プ
ラットフォームの構築を平成１７年度より進めている。防災情報共有プラットフォームでは、
地震による被害推計情報、気象情報、河川情報等を取り込み、災害現場における被災情報や各
機関の活動情報を同一の地図上の情報として、わかりやすい形で共有することを可能としてい
る。このような情報の共有の実現により、防災関係機関の情報の集約や伝達に係る労力を省力
化するとともに、物資調達、緊急輸送ルート確保、医療搬送、救助などの基幹オペレーション
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の効率的な実施が可能となり、大規模災害に対する災害対応能力の向上につながると考えられ
る。内閣府では、さらなる災害応急対応能力の向上のために、防災情報に関連したシステム間
の連携の推進や発災時のデータの入力等が可能となるべく機能の拡張を継続して実施する。 
②地震防災情報システムの整備 
阪神・淡路大震災に際しては、発災時における応急対策活動を円滑に行うための課題として、
特に被災地の状況を迅速に把握することの重要性が改めて指摘された。内閣府ではこうした経
験にかんがみ、地震発生直後に被害のおおまかな規模を把握するための「地震防災情報システ
ム（DIS：Disaster Information System）」の整備を進めており、平成８年４月から運用を行
っている。本システムは震度４以上の地震が発生した際に自動的に起動し、地震発生直後に気
象庁から送付される震度情報と、あらかじめデータベースに登録された、全国の市区町村ごと
の地盤、建築物、人口等のデータに基づいて、建築物の全壊棟数と建築物の全壊に伴う死傷者
数の概数を推計するものである。これらは発生から３０分以内に推計され、迅速かつ的確な初
動対応のための判断材料として中央防災無線を介して中央省庁の防災関係部局に提供している。 
③衛星画像等を活用した被害早期把握システムの整備 
本システムは、大規模災害発生時に、広範囲の撮影が可能な人工衛星等の画像を活用するこ
とにより、交通・通信網の途絶等により被災状況等の把握が極めて困難な場合においても、実
被害情報を早期に把握し、迅速かつ的確な初動体制の確立を図ることを目的として整備を行っ
ている。現在、既に多数の人工衛星が地上を撮影しているが、それぞれの衛星が被災地を撮影
する機会は数日に一度であること、衛星によって分解能等の性能がまちまちであること、光学
センサーでは夜間や悪天候の場合は撮影出来ないこと、等の制約条件がある。そのため、発災
後に出来るだけ早く画像を得て被害状況を把握するためには、撮影要求を行うための判断が速
やかに可能となることや、得られた画像から速やかに被災状況を抽出することが求められるこ
とから本システムでは、以下の機能を備えている。 
観測対象域決定機能：DISからの被害推計情報を元に、撮影すべき対象地域を特定する。  
被災地域抽出機能：入手した被災後の画像データと予め蓄積しておいた被災前データを比較
し、その差分が激しい地域を甚大な被害の可能性ありとして抽出する。 
 
（３）ＭＩＳＰ／ＤａＲｕＭａの利用 
産業技術総合研究所と防災科学技術研究所は共同で、災害時の情報共有のための標準プロトコ
ル、減災情報共有プロトコルMISP（Mitigation Information Sharing Protocol) 、および減災情
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報共有データベース DaRuMa （Database for Rescue Utility Management）を作成している。 
 災害時の医療に対応するため大規模災害発生時に、災害医療情報の収集、提供を行うために設
けられたものに厚生労働省医政局による広域災害救急医療情報システムがある。  
 
２．２ 自治体の対応 
災害対策基本法では市町村の責務として第５条で「市町村は、基礎的な地方公共団体として、
当該市町村の地域並びに当該市町村の住民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、関係
機関及び他の地方公共団体の協力を得て、当該市町村の地域に係る防災に関する計画を作成し、
及び法令に基づきこれを実施する責務を有する。」となっている。 
大きな災害が発生した場合には、規模その他の状況により災害対策本部、非常災害対策本部、
緊急災害対策本部を設置することになっているが、自治体としては、災害対策本部を設置する。 
災害対策本部は第23条に基づき、「都道府県又は市町村の地域について災害が発生し、又は災
害が発生するおそれがある場合において、防災の推進を図るため必要があると認めるときは、都
道府県知事又は市町村長は、都道府県地域防災計画又は市町村地域防災計画の定めるところによ
り、災害対策本部を設置することができる。」となっており、災害対策本部の長は、災害対策本部
長とし、都道府県知事又は市町村長をもつて充てることになる。 
多くの人口をかかえる東京都では、東京都防災センターを設置し、地震、風水害、テロ、大規
模事故等の様々な災害から都民の生命・財産を守り、都市機能の維持を図るため、東京都を中核
とする防災機関の情報連絡、情報分析及び災害対策の審議、決定、指示を行う。防災行政無線を
活用したデータ通信機能及び画像通信機能を持つ防災情報システムを整備している。 
東海地震が心配される静岡県の静岡県地震防災センターでは、英語・ポルトガル語・中国語・
スペイン語・韓国語・タガログ語による「地震防災ガイドブック」及び「命のパスポート」を
Webページに掲載している。 
阪神・淡路大震災で多くの犠牲者を出した神戸市では、危機管理室を設置し、庁内外の関係機
関とも緊密な情報交換を行い、危機管理に関する総合調整を行い、総合的な災害対策を定める神
戸市地域防災計画を防災訓練等により検証している。そして、市民の生命、身体及び財産の保護
を担う基幹業務の継続性を確保するため、堅固で電源対策等の整った危機管理センターを計画し
ている。 
 
２．３ 通信業者の対応 
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 NTT東日本、NTT西日本では、地震、噴火などの災害の発生により、被災地への通信が増加
し、つながりにくい状況になった場合に提供が開始される音声対応の災害用伝言ダイヤル(171)
とインターネットを利用して被災地の人の安否確認を行う災害用ブロードバンド伝言板
（web171）がある。NTT ドコモ、au（KDDI・沖縄セルラー）、Yahoo!ケータイにも災害用伝
言板サービスがある。 
 NTTドコモのFOMA「906ｉシリーズ」には災害時でも安心して地図を利用できる｢災害用メ
ニュー｣があり、避難所や駅といった重要な情報が一目で分かるようになった。au（KDDI）は、
日本全国の主要道路や広域避難所、駅などの地図データを携帯電話の中にプリセットしている。 
 ニフティでは、災害情報メールの登録をすると、災害・事故の速報を携帯メールで受け取るこ
とができる。ニフティの携帯サービスでは、地震、台風、注意報・警報、鉄道遅延情報、緊急情
報など、日本全国の災害関連最新ニュースを受け取ることができる。 
 
 災害に備えた対策と情報面での支援の現状を見てきた。しかし、様々なカメラの増加に伴い数
多く存在する画像の収集および分析については、現状では十分とは言えない。 
 
 
３．ネットワークによる画像および位置情報の収集と共有化 
防災と災害時に対応した様々な情報の収集と分析および提供するためのシステムが必要である
が、特に、画像情報は状況の判断をするために重要である。現在、多くの人が持つようになった
デジタルカメラ、カメラ付き携帯電話、そして街頭やビルなどに多くなってきた定点カメラ等の
画像をもっと効率的に収集して分析し提供するシステムを作成する必要がある。現状の情報シス
テムでは、これらからの画像情報を災害発生時に十分に活用できるとは言えない。ネットワーク
を利用して画像と位置を主とする災害情報を比較的簡単な操作で広範囲から収集し分析し、共有
化して適切な対応をとることのできるシステムが必要である。 
 
３．１ 災害情報の収集 
 画像と位置情報を基本として広範囲から情報を収集する。画像と位置情報を送信することの可
能なもの、あるいは比較的簡単な機能追加で可能性のあるものとしては、カメラ付き携帯電話、
デジタルカメラ、定点カメラ（街頭カメラ、防犯カメラ、Web カメラなど）、人工衛星、航空機
（ラジコン機を含む）などがある。収集された情報は、距離的に離れた複数の災害画像分析セン
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ター（仮称）を設けてデータベース化する。 
 
（１）情報項目 
収集する情報項目としては、次のものがある。 
①撮影日時 
②撮影位置（GPS、住所、近くの目標物） 
③画像（静止画）、映像（動画） 
④文字（Ｅメール） 
⑤音声（双方向の通話ができないときにデータファイルとして送信） 
 文字と音声は主として携帯電話から送信された場合。 
送信経路には次のものがある。 
①無線（携帯電話、無線ＬＡＮ、衛星通信など） 
②有線（一般加入電話、ＬＡＮなど） 
 
（２）ワンタッチ送信機能付きカメラ 
持っている人の多いカメラ付き携帯電話、デジタルカメラには、災害時にワンタッチで無線（無
線LANも含めて）等を用いて、撮影した画像にGPSデータを付けて送信ができるような機能が
望まれる。ワンタッチ送信機能付きカメラについては次の機能が必要である。 
①撮影機能 
 回線の負荷軽減のため画像はサイズダウン（30万画素程度） 
②宛先固定（災害画像分析センター）への送信機能（携帯電話） 
 将来は無線ＬＡＮや衛星通信利用。 
 
３．２ 災害情報のデータ処理 
 定点カメラ、人工衛星、航空機（ラジコン機を含む）からの画像については、災害の前後の画
像を処理して比較し、変化のあった範囲を地図上に表示して被害状況を把握する。カメラ付き携
帯、デジタルカメラからの画像も撮影位置、撮影時刻を基にインデックスを付け、分類して人に
よる被害状況の把握の支援をする。文字情報からはキーワードの抜き出しをする。音声情報は２
倍速程度で再生する。動画映像も２倍速以上で再生する。 
減災情報共有データベース、広域災害救急医療情報システムなど他の関連するシステムとも連
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動し、画像の収集・分析を行う。人工衛星を利用した画像については、防災白書[3]でも衛星画像
等を活用した被害早期把握システムの整備として述べられている。 
 
３．３ 災害情報の共有 
 情報を利用しやすいように加工する。利用しやすいサイズに画像の圧縮やサイズダウン、イン
デックス化をする。原画も一定期間は保存する。GPSデータのものは住所に変換する。 
 プライバシーの面から消防、警察、医療機関から一般住民のどの範囲まで公開するか基準にし
たがって共有範囲の制限をする。 
  
下図は、災害画像分析センター（仮称）を中心にデータの主な流れを図示したものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
           図－１ 災害画像分析のデータの流れ 
 
 
４．おわりに 
 災害時に多くの画像とそれを迅速に分析し、利用することのできる情報システムについて考察
  災害画像分析センター（仮称） カメラ付き携帯電話、
デジタルカメラ、 
定点カメラ 
街頭カメラ 
防犯カメラ 
Webカメラ 
人工衛星、航空機 
      など 
画像、位置情報など データ
ベース
情報の分析 
画像比較 
災害範囲・規模の把握
他システムとの連動 
減災情報共有データベース 
広域災害救急医療情報システム 
            など 
政府、自治体、住民 
消防、警察、自衛隊 
医療機関、報道機関 
交通機関 など 
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した。夜間や暗い場所では、赤外線や電波を使用しても画像収集はむずかしいかもしれない。し
かし、位置情報と文字情報または音声情報を収集し分析することでも被害の範囲・規模の把握に
役立つ。 
2008 年 8 月の集中豪雨のときに栃木県鹿沼市で起こった乗用車の水没事故では、携帯電話で
連絡があったものの場所を誤り犠牲者が出てしまった。もし携帯電話にワンタッチで、撮影した
画像に位置情報の GPS データを付けて、無線により送信ができるような機能があれば状況は変
わった可能性もある。 
 災害に対する危機管理は、災害にも強い設備とシステムを作りそれを使用した支援のための計
画を作成し、普段からその計画に基づいた訓練をしておく必要がある。そして、多くの画像、映
像を収集し短時間にどのように分析するのが効率的か、そして分析結果をどのように生かして行
動するのが最適かについて、今後さらに研究する必要がある。 
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